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１．重要な会計方針

（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法

①有形固定資産・・・・・・・・・取得原価

　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

　ア　昭和59年度以前に取得したもの・・・・・・・・・再調達原価

　ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。

　イ　昭和60年度以降に取得したもの

　取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・取得原価

　取得原価が不明なもの・・・・・・・・・再調達原価

　ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。

②無形固定資産・・・・・・・・・取得原価

　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

　取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・取得原価

（２）有価証券等の評価基準及び評価方法

①満期保有目的有価証券・・・・・・・・・・償却原価法（定額法）

②満期保有目的以外の有価証券

ア　市場価格のあるもの・・・・・・・・・・会計年度末における市場価格

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（売却原価は移動平均法により算定）

イ　市場価格のないもの・・・・・・・・・・取得原価

③出資金

ア　市場価格のあるもの・・・・・・・・・会計年度末における市場価格

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（売却原価は移動平均法により算定）

イ　市場価格のないもの・・・・・・・・・出資金額

（３）有形固定資産等の減価償却の方法

償却資産については、毎会計年度、定額法により減価償却を行います。償却資産に係る耐用年数及び償却率については、原則と

して「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」（昭和40年大蔵省令第15号）に従うこととします。

（４）引当金の計上基準及び算定方法

①徴収不能引当金

　未収金については、平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。

　長期延滞債権については、平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。

　長期貸付金については、平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。

②退職手当引当金

　期末自己都合要支給額を計上しています。

③損失補償等引当金

　履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に規定する将来負担額を

計上しています。

④賞与等引当金

　翌年度6月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ本会計年

（５）リース取引の処理方法

①ファイナンス・リース取引

ア　所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が1年以内のリース取引及びリース料総額が300万円以下のファイナンス・リー

ス取引を除きます）

　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

イ　ア以外のファイナンス・リース取引

　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

②オペレーティング・リース取引

　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

（６）資金収支計算書における資金の範囲

現金及び現金同等物

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。



（７）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

物品及びソフトウェアの計上基準

　物品については、取得価額が50万円（美術品は300万円）以上の場合に資産として計上しています。

　ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。

２．重要な会計方針の変更等

（１）会計処理の原則または手続を変更した場合には、その旨、変更の理由及び当該変更が財務書類に与えている影響の内容

　該当なし

（２）表示方法を変更した場合には、その旨

　該当なし

（３）資金収支計算書における資金の範囲を変更した場合には、その旨、変更の理由及び当該変更が資金収支計算書に

　　　　与えている影響の内容
　該当なし

３．重要な後発事象

（１）主要な業務の改廃

　該当なし

（２）組織・機構の大幅な変更

　該当なし

（３）地方財政制度の大幅な改正

　該当なし

（４）重大な災害等の発生

　該当なし

（５）その他重要な後発事象

　該当なし

４．偶発債務

（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況（総額、確定債務額及び履行すべき額が確定していないものの内訳

　　　（貸借対照表計上額及び未計上額））
次の金融機関からの借入債務に対し、保証を行っています。

　内容　豊中市私立高等学校入学支度金貸付あっせん制度

　損失補償付債務　12,626千円

　損失補償債務等負担見込額　52千円

（２）係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの

係争中の訴訟等で損害賠償の請求を受けているものは次のとおりです。

①大阪地裁平成３０年（ワ）第２７６９号　損害賠償請求事件　28,479千円

②大阪地裁平成３０年（ワ）第５２６８号　名誉毀損等による損害賠償請求事件　10,000千円

③大阪地裁令和元年（ワ）第６１４６号　名誉毀損等による損害賠償等請求事件　2,500千円

④最高裁令和４年（オ）第３０９号　損害賠償等請求上告事件　3,000千円

⑤神戸地裁令和３年（ワ）第２６７号　損害賠償請求事件　3,300千円



５．追加情報

　　　（１）財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項

　①対象範囲（対象とする会計名）

一般会計

母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計

公共用地先行取得事業特別会計

　②一般会計等と普通会計の対象範囲等の差異

　　　　　該当なし

　③地方自治体第235条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間における現金の受払い等を

　　終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。

　④百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

　⑤地方公共団体財政健全化法における健全化判断比率の状況

実質赤字比率　　　－

連結実質赤字比率　－

実質公債費比率　　2.8％

将来負担比率　　　－

　⑥利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額

なし

　⑦繰越事業に係る将来の支出予定額

繰越すべき一般財源　402,821千円

　　　（２）貸借対照表に係る事項

　①売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。

ア　範囲

　令和３年度末固定資産台帳で売却可能資産として計上されている公共資産

イ　内訳

　土地（事業用資産）23,311千円

　土地（インフラ資産）6,673千円

　②減価償却累計額

事業用資産／建物 ： 130,388,370千円

事業用資産／工作物 ： 19,781,160千円

事業用資産／船舶 ： 0円

事業用資産／浮標等 ： 0円

事業用資産／航空機 ： 0円

事業用資産／その他 ： 0円

インフラ資産／建物 ： 515,894千円

インフラ資産／工作物 ： 104,471,090千円

インフラ資産／その他 ： 0円

物品 ： 6,881,616千円

③減債基金に係る積立不足の有無及び不足額

無

④基金借入金（繰替運用）の内容

無

⑤地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含まれることが見込まれる金額

98,223,297千円



⑥地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく将来負担比率の算定要素は、次のとおりです。

将来負担額　146,091,647千円

（内訳）

　地方債の現在高　90,150,867千円

　債務負担行為に基づく支出予定額 0千円

　公営企業債等繰入見込額 31,528,706千円

　一部事務組合等見込額 5,335,277千円

　退職手当負担見込額 19,076,745千円

　設立法人の負債額等見込額 52千円

充当可能財源等　162,971,792千円

（内訳）

　充当可能基金　30,714,332千円

　充当可能特定歳入　34,034,163千円

　基準財政需要額算入見込額　98,223,297千円

標準財政規模　90,293,332千円

算入公債費等の額　8,057,432千円

⑦自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金額

無

⑧管理者と所有者が異なる指定区間外の国道や指定区間の一級河川等及び表示登記が行われていない法定外公共物

　は次のとおりです。なお、当該資産は貸借対照表の資産に計上されません。
無

　　　（３）純資産変動計算書に係る事項

　　純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容

①固定資産等形成分

　固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。

②余剰分（不足分）

　純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。

　　　（４）資金収支計算書に係る事項

　　　①基礎的財政収支（プライマリーバランス）　7,266,328千円

　　　②既存の決算情報との関連性

　　　　　　　　　　　　　　　　　収入（歳入）　　　　支出（歳出）

歳入歳出決算書（一般会計）　　　182,300,215千円　　　　176,453,748千円

財務書類の対象となる会計の

範囲の相違に伴う差額　　　　　　　　279,521千円　　　　　　 197,080千円

繰越金に伴う差額　　　　　　　　　5,153,073千円　　　　　　　0千円

資金収支計算書　　　　　　　　　177,426,664千円　　　　176,650,828千円

　地方自治法第233条第1項に基づく歳入歳出決算書は「一般会計」を対象範囲としているのに対し、資金収支計算書は「一般

会計等」を対象範囲としているため、歳入歳出決算書と資金収支計算書は一部の特別会計（母子父子寡婦福祉資金貸付金

特別会計、公共用地先行取得事業特別会計）の分だけ相違します。

　歳入歳出決算書では繰越金を収入として計上しますが、公会計では計上しないため、その分だけ相違します。



　　　③資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳

資金収支計算書の業務活動収支　　　10,386,419千円

　投資活動収入の国県等補助金収入　1,915,745千円

　減価償却費　　　　　　　　　　△8,108,210千円

　退職手当引当金の増減額　　　　172,330千円

　賞与引当金の増減額　　　　　　　  △101,748千円

　未収金の増減額                  　△571,573千円

　徴収不能引当金の増減額　　　　　   △82,678千円

　その他の資産・負債の増減額　　　　　△939,592千円

純資産変動計算書の本年度差額　　  2,670,693千円

　　　④一時借入金

　資金収支計算上、一時借入金の増減額は含まれていません。

　なお、一時借入金の限度額は次のとおりです。

　　一時借入金の限度額　　25,000百万円

　　　⑤重要な非資金取引

　　　　無
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経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等



3年 4月 1日

至　令和04年 3月31日現在

（単位：百万円）

 前年度末純資産残高

純行政コスト（△）

財源

税収等

国県等補助金

本年度差額

固定資産等の変動（内部変動）

有形固定資産等の増加

有形固定資産等の減少

貸付金・基金等の増加

貸付金・基金等の減少

資産評価差額

無償所管換等

他団体出資等分の増加

他団体出資等分の減少

その他

本年度純資産変動額
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657,625 737,042 △79,416 0

△231,970 △231,970 0

235,625 235,625 0

124,952 124,952 0

110,673 110,673 0

3,655 3,655 0

5,699 △5,699

5,700 △5,700

△8,371 8,371

8,781 △8,

科

781

△411 411

目

0 0

6,222 6,2

合

22

0 0

0 0

△140

計

109,849 △10

固

9,989

9,737

定

121,771 △11

資

2,034 0

667,

産

363 858,812

余

△191,450 0

剰分
他団体出資等分

等形成分 （不足分）

豊中市 令和 3年度 【様式第３号】

全体純資産変動計算書
自　令和0
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１．重要な会計方針
有形固定資産等の評価基準及び評価方法

①有形固定資産・・・・・・・・・取得原価
　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　ア　昭和59年度以前に取得したもの・・・・・・・・・再調達原価
　ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。
　イ　昭和60年度以降に取得したもの
　取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・取得原価
　取得原価が不明なもの・・・・・・・・・再調達原価
　ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。
②無形固定資産・・・・・・・・・取得原価
　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・取得原価
　取得原価が不明なもの・・・・・・・・・再調達原価
なお、一部の連結対象団体（地方公営企業）においては、原則、取得原価としています。

有価証券等の評価基準及び評価方法
①満期保有目的有価証券・・・・・・・・・・償却原価法（定額法）
②満期保有目的以外の有価証券
ア　市場価格のあるもの・・・・・・・・・・会計年度末における市場価格
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（売却原価は移動平均法により算定）
イ　市場価格のないもの・・・・・・・・・・取得原価
③出資金
ア　市場価格のあるもの・・・・・・・・・会計年度末における市場価格
イ　市場価格のないもの・・・・・・・・・出資金額

棚卸資産の評価基準及び評価方法
貯蔵品　　先入先出法による原価法によっています。

有形固定資産等の減価償却の方法
償却資産については、毎会計年度、定額法により減価償却を行います。償却資産に係る耐
用年数及び償却率については、原則として「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」
（昭和40年大蔵省令第15号）に従うこととします。
ただし、地方公営企業については、「地方公営企業法施行規則」に従うこととします。

引当金の計上基準及び算定方法
①徴収不能引当金
　未収金については、平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。
　長期延滞債権については、平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。
　長期貸付金については、平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。
②退職手当引当金
　期末自己都合要支給額を計上しています。
　ただし、地方公営企業については、会計基準変更時の差異について、平成26年度から15
年にわたり均等額を費用処理しています。
③損失補償等引当金
　履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に
関する法律に規定する将来負担額を計上しています。
④賞与等引当金
　翌年度6月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見
込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

リース取引の処理方法
①ファイナンス・リース取引
　ア　所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が1年以内のリース取引及び
リース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます）
　　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
　イ　ア以外のファイナンス・リース取引
　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
②オペレーティング・リース取引
　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

全体資金収支計算書における資金の範囲
現金及び現金同等物
なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払い
を含んでいます。



採用した消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。
ただし、地方公営企業については、税抜方式によっています。

連結対象団体（会計）の決算日が一般会計等と異なる場合は、当該決算日及び連結のため当該
連結対象団体（会計）について特に行った処理の概要

その他全体財務書類作成のための基本となる重要な事項
物品及びソフトウェアの計上基準
　物品については、取得価額が50万円（美術品は300万円）以上の場合に資産として計上
しています。
　ただし、地方公営企業については、取得原価が10万円以上の場合に資産として計上して
います。
　ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。

２．重要な会計方針の変更等
会計処理の原則または手続を変更した場合には、その旨、変更の理由及び当該変更が全体財務
書類に与えている影響の内容

該当なし

表示方法を変更した場合には、その旨
該当なし

全体資金収支計算書における資金の範囲を変更した場合には、その旨、変更の理由及び当該変
更が全体資金収支計算書に与えている影響の内容

該当なし

３．重要な後発事象
主要な業務の改廃

該当なし

組織・機構の大幅な変更
該当なし

地方財政制度の大幅な改正
該当なし

重大な災害等の発生
該当なし

その他重要な後発事象
該当なし

４．偶発債務
保証債務及び損失補償債務負担の状況（総額、確定債務額及び履行すべき額が確定していない
ものの内訳（全体貸借対照表計上額及び未計上額））

次の金融機関からの借入債務に対し、補償を行っています。
　内容　豊中市私立高等学校入学支度金貸付あっせん制度
　損失補償付債務　12,626千円
　損失補償債務等負担見込額　52千円

係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの
係争中の訴訟等で損害賠償の請求を受けているものは次のとおりです。
①大阪地裁平成３０年（ワ）第２７６９号　損害賠償請求事件　28,479千円
②大阪地裁平成３０年（ワ）第５２６８号　名誉毀損等による損害賠償請求事件　10,000
千円
③大阪地裁令和元年（ワ）第６１４６号　名誉毀損等による損害賠償等請求事件　2,500
千円
④最高裁令和４年（オ）第３０９号　損害賠償等請求上告事件　3,000千円
⑤神戸地裁令和３年（ワ）第２６７号　損害賠償請求事件　3,300千円

その他主要な偶発債務
該当なし



５．追加情報
連結対象団体（会計）の一覧、連結の方法（比例連結の場合は比例連結割合を含みます。）及
び連結対象と判断した理由

連結の方法は次のとおりです。
①地方公営企業会計は、全て全部連結の対象としています。
一般会計等 一般会計 ： 全部連結
一般会計等 母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計 ： 全部連結
一般会計等 公共用地先行取得事業特別会計 ： 全部連結
公営企業会計 病院事業会計 ： 全部連結
公営企業会計 水道事業会計 ： 全部連結
公営企業会計 公共下水道事業特別会計 ： 全部連結
その他 国民健康保険事業特別会計 ： 全部連結
その他 後期高齢者医療事業特別会計 ： 全部連結
その他 介護保険事業特別会計 ： 全部連結

出納整理期間について、出納整理期間が設けられている旨（根拠条文を含みます。）及び出納
整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としている
旨、出納整理期間が異なる連結対象団体（会計）がある場合は当該団体（会計）の一覧と修正
の仕方

地方自治体第235条の5に基づき、出納整理期間が設けられている会計においては、出納整
理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としていま
す。
なお、出納整理期間を設けていない会計と出納整理期間を設けている会計との間で、出納
整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整し
ています。

表示単位未満の金額は四捨五入することとしているが、四捨五入により合計金額に齟齬が生じ
る場合は、その旨

百万円未満を四捨五入して表示しているため合計金額が一致しない場合があります。
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経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等



3年 4月 1日

至　令和04年 3月31日現在

（単位：百万円）

 前年度末純資産残高

純行政コスト（△）

財源

税収等

国県等補助金

本年度差額

固定資産等の変動（内部変動）

有形固定資産等の増加

有形固定資産等の減少

貸付金・基金等の増加

貸付金・基金等の減少

資産評価差額

無償所管換等

他団体出資等分の増加

他団体出資等分の減少

その他

本年度純資産変動額
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豊中市 令和 3年度 【様式第３号】

連結純資産変動計算書
自　令和0



１．重要な会計方針
有形固定資産等の評価基準及び評価方法

①有形固定資産・・・・・・・・・取得原価
　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　ア　昭和59年度以前に取得したもの・・・・・・・・・再調達原価
　ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。
　イ　昭和60年度以降に取得したもの
　取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・取得原価
　取得原価が不明なもの・・・・・・・・・再調達原価
　ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。
②無形固定資産・・・・・・・・・取得原価
　ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
　取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・取得原価
　取得原価が不明なもの・・・・・・・・・再調達原価
なお、一部の連結対象団体（地方公営企業）においては、原則、取得原価としています。

有価証券等の評価基準及び評価方法
①満期保有目的有価証券・・・・・・・・・・償却原価法（定額法）
ただし、一部の連結対象団体においては、原価法によっています。
②満期保有目的以外の有価証券
ア　市場価格のあるもの・・・・・・・・・・会計年度末における市場価格
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（売却原価は移動平均法により算定）
イ　市場価格のないもの・・・・・・・・・・取得原価
③出資金
ア　市場価格のあるもの・・・・・・・・・・会計年度末における市場価格
イ　市場価格のないもの・・・・・・・・・・出資金額

棚卸資産の評価基準及び評価方法
貯蔵品等　　先入先出法による原価法によっています。
ただし、一部の連結対象団体においては、個別法による原価法ないしは最終仕入原価法に
よる原価法によっています。

有形固定資産等の減価償却の方法
償却資産については、毎会計年度、定額法により減価償却を行います。償却資産に係る耐
用年数及び償却率については、原則として「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」
（昭和40年大蔵省令第15号）に従うこととします。
ただし、地方公営企業については、「地方公営企業施行規則」に従うこととします。
また、一部の連結対象団体については定率法によっています。

引当金の計上基準及び算定方法
①徴収不能引当金
　未収金については、平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。
　長期延滞債権については、平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。
　長期貸付金については、平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。
②退職手当引当金
　期末自己都合要支給額を計上しています。
　ただし、地方公営企業については、会計基準変更時の差異について、平成26年度から15
年にわたり均等額を費用処理しています。
③損失補償引当金
　履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に
関する法律に規定する将来負担額を計上しています。
④賞与等引当金
　翌年度6月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見
込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

リース取引の処理方法
①ファイナンス・リース取引
　ア　所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が1年以内のリース取引及び
リース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます）
　　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
　イ　ア以外のファイナンス・リース取引
　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
②オペレーティング・リース取引
　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。



連結資金収支計算書における資金の範囲
現金及び現金同等物
なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払い
を含んでいます。

採用した消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。
ただし、地方公営企業については、税抜方式によっています。

連結対象団体（会計）の決算日が一般会計等と異なる場合は、当該決算日及び連結のため当該
連結対象団体（会計）について特に行った処理の概要
　　該当なし

その他連結財務書類作成のための基本となる重要な事項
物品及びソフトウェアの計上基準
　物品については、取得価額が50万円（美術品は300万円）以上の場合に資産として計上
しています。
　ただし、地方公営企業については、取得原価が10万円以上の場合に資産として計上して
います。
　ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。

２．重要な会計方針の変更等
会計処理の原則または手続を変更した場合には、その旨、変更の理由及び当該変更が連結財務
書類に与えている影響の内容
　　該当なし

表示方法を変更した場合には、その旨

連結資金収支計算書における資金の範囲を変更した場合には、その旨、変更の理由及び当該変
更が連結資金収支計算書に与えている影響の内容
　　該当なし

３．重要な後発事象
主要な業務の改廃
　　該当なし

組織・機構の大幅な変更
　　該当なし

地方財政制度の大幅な改正
　　該当なし

重大な災害等の発生
　　該当なし

その他重要な後発事象
　　該当なし



４．偶発債務
保証債務及び損失補償債務負担の状況（総額、確定債務額及び履行すべき額が確定していない
ものの内訳（連結貸借対照表計上額及び未計上額））

次の金融機関からの借入債務に対し、補償を行っています。
内容　豊中市私立高等学校入学支度金貸付あっせん制度
損失補償付債務　12,626千円
損失補償債務等負担見込額　52千円

係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの
係争中の訴訟等で損害賠償の請求を受けているものは次のとおりです。
①大阪地裁平成３０年（ワ）第２７６９号　損害賠償請求事件　28,479千円
②大阪地裁平成３０年（ワ）第５２６８号　名誉毀損等による損害賠償請求事件　10,000
千円
③大阪地裁令和元年（ワ）第６１４６号　名誉毀損等による損害賠償等請求事件　2,500
千円
④最高裁令和４年（オ）第３０９号　損害賠償等請求上告事件　3,000千円
⑤神戸地裁令和３年（ワ）第２６７号　損害賠償請求事件　3,300千円

その他主要な偶発債務

５．追加情報
連結対象団体（会計）の一覧、連結の方法（比例連結の場合は比例連結割合を含みます。）及
び連結対象と判断した理由

一般会計等 一般会計 ： 全部連結
一般会計等 母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計 ： 全部連結
一般会計等 公共用地先行取得事業特別会計 ： 全部連結
公営企業会計 病院事業会計 ： 全部連結
公営企業会計 水道事業会計 ： 全部連結
公営企業会計 公共下水道事業特別会計 ： 全部連結
その他 国民健康保険事業特別会計 ： 全部連結
その他 後期高齢者医療事業特別会計 ： 全部連結
その他 介護保険事業特別会計 ： 全部連結
一部事務組合・広域連合 豊中市伊丹市クリーンランド ： 比例連結（66.4％）
一部事務組合・広域連合 淀川右岸水防事務組合 ： 比例連結（1.7％）
一部事務組合・広域連合 大阪府広域水道企業団（水道事業） ： 比例連結（7.4％）
一部事務組合・広域連合 大阪府広域水道企業団（工業用水道事業） ： 比例連結
（7.4％）
一部事務組合・広域連合 大阪府後期高齢者医療広域連合 ： 比例連結（4.7％）
第三セクター 一般財団法人豊中市住宅協会 ： 比例連結（100％）
第三セクター 一般財団法人とよなか男女共同参画推進財団 ： 比例連結（100％）
第三セクター 公益財団法人とよなか国際交流協会 ： 比例連結（100％）
第三セクター 一般財団法人豊中市医療保健センター ： 比例連結（100％）
第三セクター 豊中都市管理株式会社 ： 比例連結（100％）

出納整理期間について、出納整理期間が設けられている旨（根拠条文を含みます。）及び出納
整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としている
旨、出納整理期間が異なる連結対象団体（会計）がある場合は当該団体（会計）の一覧と修正
の仕方

地方自治体第235条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整
理期間おける現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としていま
す。
なお、出納整理期間を設けていない会計と出納整理期間を設けている会計との間で、出納
整理期間に現金の受払い等があった場合には、現金の受払い等が終了したものとして調整
しています。

表示単位未満の金額は四捨五入することとしているが、四捨五入により合計金額に齟齬が生じ
る場合は、その旨

百万円未満を四捨五入して表示しているため合計金額が一致しない場合があります。


